
３　あっせんの内容

表31　年度別あっせん項目上位３項目　

［　］は構成比（％）　

表32　あっせんの内容項目（重複あり）　

［　］は構成比（％）

育 児 休 業

労 災 保 険

就 業 規 則

労 働 条 件 変 更

労 働 契 約

労 働 条 件

損害賠償・慰謝料

税 金

平成26年度

１　位

２　位

賃金不払
  109項目
［11.1］

退 職 金

休 暇

休 日

配 転 ・ 出 向

  980項目
［100.0］

  901項目
［100.0］

賃金不払
  139項目
［11.9］

合　　　計

労働組合・労使関係

平成23年度

1,170項目
［100.0］

解　　雇
  197項目
［16.8］

区　分

総項目数

退　　職
  147項目
［12.6］

退　　職
  129項目
［13.2］

  998項目
［100.0］

退　　職
  126項目
［10.6］

平成24年度

1,187項目
［100.0］

解　　雇
  187項目
［15.8］

３　位
賃金不払
  108項目
［9.1］

職場の嫌がらせ

  103項目
［11.4］

退　　職
   103項目
［11.4］

解　　雇
  172項目
［14.7］

退　　職
  132項目
［11.3］

解　　雇
  125項目
［12.5］

女 性

雇 止 め

賃 金 不 払

平成25年度 平成27年度

　「あっせん」の内容では、「賃金不払」が111項目（12.3％）と最も多く、次い
で「職場の嫌がらせ」と「退職」がいずれも103項目（11.4％)となっている。
　また、労働相談の内容が多様化する中で、「あっせん」の内容も多岐にわたって
いる。

平成28年度

そ の 他

派 遣 関 連

そ の 他 の 問 題

高 年 齢 者

雇 用 関 連

労 働 福 祉
雇 用 保 険

健 保 ・ 年 金

解　　雇
  140項目
［14.3］

賃金不払
  111項目
［12.3］

そ の 他

賃金不払
  142項目
［12.1］

介 護 休 業

 1,169項目
［100.0］

賃金情報 賃金その他

休 業

労 働 時 間

退　　職
  124項目
［12.4］

職場の嫌がらせ

102項目
［10.2］

福 利 厚 生

教育･訓練 その他

人 間 関 係
職 場 の 嫌 が ら せ

そ の 他

ｾ ｸ ｼ ｭ ｱ ﾙ ﾊ ﾗ ｽ ﾒ ﾝ ﾄ

マタニティハラスメント

偽 装 請 負

企 業 再 編 ・ 倒 産

障 害 者退 職

定 年 制

解 雇

服 務 ・ 懲 戒

休 職 ・ 復 職

安 全 衛 生
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４　あっせん事例
※プライバシー保護のため、事例は個人などが特定できないようにしてあります。

１　業務への適性不足を理由とする解雇

２　退職手続きの遅延

　センターが法人に事情を聴いたところ、相談者に対応の不備や問題行動について
指摘し相談者自身から確認のサインを得ている、施設での勤務に必要な資質が不足
しており、今後大きな問題が起こる可能性があると判断し、解雇したという趣旨の
回答があった。
　センターから法人に対して、法人の主張はやや具体性を欠いており、相談者がこ
れまでに大きな問題を起こしていない事からすると解雇の合理性は容易に認められ
ない可能性があることを説明した。これに対し、法人は、金銭解決の方向で検討す
るとの態度に変化した。
　一方、相談者は、あくまで復職を求めたいとの意向であったため、センターが法
人に再検討を依頼したところ、解雇を撤回し、一旦原職に復職させた上で、他所に
異動させるとの回答があった。相談者は、基本給与の変更を伴わない異動であった
事から、この条件を受け入れ、復職が叶った。

　センターが法人に事情を聴いたところ、相談者が業務命令に従わず何度か注意し
たが改善が見られなかった、相談者から退職の申し出があり手続きを説明しようと
していたところ休んでしまった、試用期間中の勤務状況を勘案して解雇に踏み切っ
たとの回答があった。
　その後、センターの仲介により、離職票・源泉徴収票の発行、健康保険の資格喪
失手続き、傷病手当金の受給手続きなどの手続きが遅滞なく行われ、解決した。

○内　容

　相談者は、福祉施設に専門職として採用されたが、６か月の試用期間を２か月延
長された上で、試用期間途中で適性不足を理由に解雇を告げられた。
　相談者は、法人の指摘する相談者の「対応の不備」や「問題行動」は事実でなく
入所者の申し出を鵜呑みにしている、改善指導の内容も抽象的であったなどの不満
を抱き、来所に至った。

○内　容

　相談者は、福祉施設の正職員として採用されたが、施設長からパワハラを受けた
ため休職し、その後復帰の目途が立たないまま試用期間満了を迎え、法人から解雇
通知を受け取った。
　相談者から、解雇はやむを得ないが、退職に関する事務手続き等が滞っており
困っているとの来所相談があった。

○あっせん結果

○あっせん結果
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